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1.はじめに 

 

阪神・淡路大震災(1995 年 1 月 17 日 5：46 発

生)では、災害状況の全体像の把握の遅れにより国

の対応や広域的な支援体制の構築に遅れを生じ、

マスコミから「危機管理体制・意識の欠如」とし

て大きな批判を受けました。 

東日本大震災(2011 年 3 月 11 日 14：46 発生)

では、阪神・淡路大震災やその後の震災の経験に

立って対応し、広域的支援体制の構築は早い段階

からそれなりの規模で開始されました。しかし、

被害地域が広範囲にわたったこと、大津波により

少なくない市町村の初期の情報収集機能が麻痺状

態に陥ったこと、通信環境や道路状況の悪化がそ

れに拍車をかけたこと等々から、国や県レベルに

おいて災害状況の全体像の把握が大幅に遅れまし

た。このことが、国や県レベルでの対応方針の確

立、投入するべき人的・物的資源の種類・規模・

場所・タイミング等の判断を阻害する主たる原因

になったと考えられます。 

この問題を考える上での参考とするため、それ

ぞれのレベルでの災害(被害)の把握状況を概観す

ることにします。今回は国レベルの状況をみてい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.国レベルでの災害(被害)の把握状況 

 

表 1 及び表 2 は、国の機関である消防庁や警察

庁が把握した阪神・淡路大震災及び東日本大震災

の被害(死者、行方不明、負傷者、倒損壊建物・全

壊建物)状況の推移をみたものです。これらの表か

らは、以下に述べるような傾向、特徴を読み取る

ことができます。 

 

(1)死者数 

① 阪神・淡路大震災 

死者数は発震約 6 時間後(1 月 17 日 11：

30)の時点で 3 桁(181 人)に乗せてきます。

当時、この数字を把握した段階から国レベ

ルでの体制が本格的なものへと切り替わり

始めました。 

そして、約 3 ヶ月後(4 月 19 日)の時点で

死者数は 5,502 人に達したのち頭打ちとな

ります。阪神・淡路大震災での直接死(＝震

災関連死を含まない死者)は 5,515人と推定

される(前号表 1 参照)ことから、この時点で

直接死の死者数をほぼ把握できていたと考

えられます。 

この数字を 100(%)として各時点での比率

をみると、19時間後(18日0：45)には30%、

43 時間後(19 日 0：45)には 50%を超えてい

ます。また、67 時問後(20 日 0：45)には 70% 
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台に乗せ、3 日と 19 時間後(21 日 0：45)に

は 80%を超えてきます。これらのことから、

地震発生から 3 日後頃には発生死者数の様

相を概ね把握できていたものと思われます。 

 

② 東日本大震災 

東日本大震災の場合、地震発生から約 9 ヶ

月後(12 月 12 日)の時点でも死者数は漸増

傾向にあります。12 月 12 日時点の死者数

を 100(%)とすると、発震から 1 日後(12 日

14：00)で 1.0%、3 日後(14 日 15：30)で

6.1%、1 週間後(18 日 22：00)で 24.0%とな

っています。そして、10 日後(21 日)に 50%

を超え、1 ヶ月後(4 月 11 日)にほぼ 80%に

達しています。 

3～4 日で死者数の概況が見えた阪神・淡

路大震災と比較すると状況把握が大幅にず

れ込んでいることがわかります。 

阪神・淡路大震災の場合、M7.3 の直下地

震のため激甚被災地が狭かったこと、多く

の人が在宅中であったこと、津波災害が発

生しなかった(捜索困難地域が発生しなか

った)ことなどから遺体捜索範囲・箇所は限

定されていました。このことが、比較的早期

の死者数把握に結びついたと考えられます。

東日本大震災の場合、これとは正反対の条

件となり、結果として死者数把握の大幅な

遅れにつながったものと考えられます。 

 

(2)行方不明者数 

① 阪神・淡路大震災 

行方不明者数のピークは、地震発生から

31 時間後(18 日 12：45)にあります。この

数字を 100(%)として各時点での比率をみ

ると、4 日後(21 日 12：45)に 50%を切り、

8 日後(25 日)には 1 桁台になっています。 

 

 

被害規模の大きさを考えると行方不明者数

の収束の速さに驚かされますが、早期の死

者数把握を可能とした前述の要因がこの場

合も効いていると考えられます。 

 

②東日本大震災 

行方不明者数のピークは、17 日後(3 月 28

日)にあります。この数字を 100(%)として各

時点での比率をみると、123日後(7月14日)

に 50%を切っていますが、276 日後(12 月

12 日)の時点でも 20%台半ばに止まってい

ます。 

阪神・淡路大震災と比較すると、行方不明

者の把握が大幅に遅れていることがわかり

ます。基本的には、「死者数」の項で指摘し

た条件が「行方不明者数」においても遅れを

生じさせていると考えられます。それに加

え、広範囲・長期間にわたり通信事情が悪化

したことから、安否不明者の家族・親戚・知

人・友人が重複して届け出たケースが少な

くなかったことも混乱に拍車をかけたもの

と考えられます。 

なお、死者数と行方不明者数の合計のピー

クは、40 日後(4 月 20 日)で 27,020 人とな

っていますが、この頃を境に行方不明者数

は急速に減少に向かいます。重複カウント

の解消の進捗によるところが大きいと思わ

れます。 

 

(3)負傷者数 

① 阪神・淡路大震災 

地震発生から約 3 ヶ月後(4 月 19 日)の時

点で負傷者数はほぼ頭打ち状態になります。

5 月 10 日時点の負傷者数を 100(%)として

各時点での比率をみると、43 時間後(19 日

0:45)に 30%、67 時間後(20 日 0：45)に 
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50%を超えてきます。しかし、その後の伸び

は小さく、22日後(2月8日)の時点でも60%

台半ばにとどまっています。 

この理由としては、以下のようなことが考

えられます。 

ア 被害が相対的に少なかった市町村での

負傷者数把握は比較的順調に行われ早

い段階での数字の伸びとして表れた 

イ しかし、激甚被災市町村においては人

命関係情報の把握、避難者・被災者対応

等に追われ負傷者数把握を後回しにし

たため、アの計上が一段落した後は伸び

が小さくなった 

② 東日本大震災 

表 2 の東日本大震災の負傷者数は、阪神・

淡路大震災のそれよりも大幅に小さな値と

なっています。しかし、この数字をそのまま

うのみにして「東日本大震災では負傷者は

少なかった」と誤解してはいけません。現時

点においても、激甚被災地の少なくない市

町村が、負傷者数については「調査中」、「不

明」としています(このことについては、次

回で触れる予定です)。当然、表 2 の数字に

は、これらの市町村の負傷者数は含まれて

いません。そのことを考慮して解釈する必

要があります。 

さて、負傷者数が 12 月 12 日比で 50%を

超えるのは地震発生から 6 日後(3 月 22 日

20：30)ですが、その後 4 月 5 日までほとん

ど変動はありません。このような停滞状況

が生じた理由は上述の阪神・淡路大震災と

基本的に同じと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

(4)倒損壊建物・全壊建物数 

① 阪神・淡路大震災 

倒損壊建物数の把握は死者数の把握に比

し大幅に遅れています。発震から 1 週間後

(24 日 0：45)の時点でも、5 月 10 日比の

14.4%に止まっています。前述の「負傷者数」

と同様、人命関係情報の把握、避難者・被災

者対応に追われた結果だと思われます。 

約 3 週間後(2 月 8 日)の時点では 28.0%で

したが、約 3 ケ月後(4 月 19 日)には 86.6%

に達しています。表 1 には、この間のデー

タがないため正確なことはいえませんが、

応急仮設住宅の建設・入居や罹災証明の発

行等の先延ばしできない業務上の必要性に

迫られ、4～5 週問後あたりから倒損壊建物

の数字が大きく動き始めたであろうことは

推測できます。 

② 東日本大震災 

全壊建物数の把握状況は、地震発生から約

3 週問後(4 月 1 日)までは、12 月 12 日比で

1 桁台で推移していますが、翌 4 月 2 日に

30%台に跳ね上がります。おそらく、①で述

べたように応急仮設住宅の建設・入居等の

業務の必要性から建物被害調査が本格化し

たものと思われます。 

3 ケ月後(6 月 9 日)の 89.0%は、阪神・淡

路大震災の 3 ケ月後の値(86.6%)と近似し

ています。建物の被害程度に関する資料は

応急仮設住宅の建設・入居や罹災証明発行

等の「期限付き」ともいえる業務に必須の資

料であることが、タイプの全く異なる大震

災でありながら類似の数字となった最大の

要因と推測されます。 
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表1 阪神・淡路大震災時の被害状況の推移 

(注 1)  下記出典のデータに「%」欄を加筆して作成 

(注 2)  1 月 17日中は自治省消防庁発表、18日以降は警視庁発表 

(注 3)  比率(%)は、5月 10日の値を100とした場合。ただし、行方不明は、1月 18日 12:45 を 100とした。

(出典)  東京都:阪神・淡路大震災調査報告書－平成7年兵庫県南部地震東京都調査団－、p.31,1995.7. 

(引用者注)  出典では「18日以降は警視庁発表」となっているが、正しくは「警察庁発表」と思われる。 
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表2 菓日本大震災時の被害状況の推移 

(注 1)  平成 23年(2011年)東北地方太平洋沖地震被害報(総務省消防庁)を基に作成 

(注 2) 比率(%)は、12月 12日 17:00の値を100とした場合。ただし、行方不明は、3月 28日 19:00を 100とした。


